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＜実質成長率:2017 年度 1.3％、2018 年度 1.1％を予想＞ 
 

2017年1-3月期の実質ＧＤＰ（2次速報）

は民間在庫変動の下方修正を主因として

1次速報の前期比0.5％（年率2.2％）から

前期比0.3％（年率1.0％）へと下方修正

された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＧＤＰ2次速報の結果を受けて、5月に発

表した経済見通しの改定を行った。実質Ｇ

ＤＰ成長率は2017年度が1.3％、2018

年度が1.1％と予想する。2017、2018年

度とも5月時点から変更していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017年度は輸出の増加が続く中、企業

収益の改善を背景に設備投資が回復基調

を強め、企業部門主導の成長が予想され

る。一方、家計部門は物価上昇に伴う実質

購買力の低下から消費が低迷するなど、

一段と厳しさを増す可能性が高い。 
 

2018 年度に入ると、輸出、設備投資の

勢いが弱まる一方、企業部門の改善が家

計部門に波及し賃金上昇率が高まること

から民間消費の伸びが高まるだろう。 
 

消費者物価上昇率（生鮮食品を除く総合）

は、エネルギー価格の上昇を主因として

2017 年度に前年比 0.7％と 3 年ぶりの

上昇となった後、人件費上昇に伴うサー

ビス価格の上昇や需給バランス改善の影

響から 2018 年度には同 1.0％まで伸び

が高まると予想する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 
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(資料）内閣府経済社会総合研究所「四半期別ＧＤＰ速報」 

消費者物価（生鮮食品を除く総合）の予測 

3

実質ＧＤＰ成長率の推移(年度) 

2 

（注）1504までは10年基準、1601以降は15年基準 
（資料）総務省統計局「消費者物価指数」 

(前年比）

（前年比）

（年・四半期）

(注）ウェイトは総合、寄与度は生鮮食品を除く総合に対するもの 
  値上げ幅は各種報道をもとにニッセイ基礎研究所想定 

6 月値上げによる消費者物価への影響 
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景気の現状判断 DI（季節調整値）：2 ヵ月

連続の改善、景況感は持ち直しへ 

6 月 8 日に内閣府から公表された 17

年 5 月の景気ウォッチャー調査によると、

景気の現状判断 DI（季節調整値）は 48.6

と前月から+0.5 ポイント上昇し、2 ヵ月 

連続の改善となった。2017 年以降、節目

となる 50 を依然下回っているものの、 

景況感は持ち直しに向かっている。内閣府

は、基調判断を「持ち直しが続いているも

のの、引き続き一服感がみられる」から「持

ち直しが続いている」に 6 ヵ月ぶりに引

き上げた。 

今回の調査では、企業関連は、建設業な

どの受注が好調であり、懸念となっていた

人件費や原材料価格の上昇を価格に転嫁

する企業も出てきており、全体の景況感を

押し上げた。家計関連においては、客数が

伸びている一方で、客単価は伸びていない。

また、自動車や住宅の購入には慎重との声

が聞かれた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

企業関連が大幅に改善 

現状判断DI（季節調整値）の内訳をみる

と、家計動向関連（前月差0ポイント）は前

月から横ばいとなり、雇用関連（同▲0.6ポ

イント）は悪化したが、企業動向関連（同

+3.0ポイント）が大幅に改善し、全体を押

し上げた。家計動向関連では、サービス関

連（前月差+0.3ポイント）、住宅関連（同

+1.2ポイント）が改善したが、小売関連（同

▲0.2ポイント）、飲食関連（同▲0.6ポイ

ント）が悪化した。 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景気の先行き判断 DI（季節調整値）： 

2 ヵ月連続の改善 

 先行き判断DI（季節調整値）は49.6（前

月差+0.8ポイント）と2ヵ月連続の改善

となった。先行きの景況感は2017年に

入り一進一退の動きが続いているが、底

打ちの兆しがみられる。 
 

経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 
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現状判断 DI(季節調整値)の変動要因 

景気の現状判断 DI（季節調整値）  

（注）分野別DIの前月差に各ウェイトを乗じて算出 

（資料）ともに内閣府「景気ウォッチャー調査」 
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（平成２９年４月分速報）  

 

 

   
  
 

 内閣府 ２０１７年６月７日公表 

 

 

 

４月のＣＩ（速報値・平成 22(2010)年=100）は、先行指数：104.5、一致指数：117.7、遅

行指数：116.2 となった（注 2）。  

先行指数は、前月と比較して 1.2 ポイント下降し、３か月ぶりの下降となった。３か月後方

移動平均は 0.07 ポイント下降し、12 か月ぶりの下降となった。７か月後方移動平均は 0.62

ポイント上昇し、９か月連続の上昇となった。 

一致指数は、前月と比較して 3.3 ポイント上昇し、２か月ぶりの上昇となった。３か月後方

移動平均は 1.47 ポイント上昇し、２か月ぶりの上昇となった。７か月後方移動平均は 0.83 ポ

イント上昇し、９か月連続の上昇となった。 

遅行指数は、前月と比較して 0.5 ポイント下降し、６か月ぶりの下降となった。３か月後方移

動平均は 0.30 ポイント上昇し、９か月連続の上昇となった。７か月後方移動平均は 0.30 ポイ

ント上昇し、５か月連続の上昇となった。 

 

一致指数の基調判断 
 

 景気動向指数（ＣＩ一致指数）は、改善を示している。 
 

一致指数の前月差に対する個別系列の寄与度は以下の通り 

 

「C4 所定外労働時間指数（調査産業計）」「C8 営業利益（全産業）」は現時点では算出に含まれていないため、 

トレンド成分を通じた寄与のみとなる。なお、各個別系列のウェイトは均等である。 

寄与度がプラスの系列 寄与度 寄与度がマイナスの系列 寄与度

C5 ：投資財出荷指数(除輸送機械) 

C1 ：生産指数(鉱工業) 

C3 ：耐久消費財出荷指数 

C2 ：鉱工業用生産財出荷指数 

C9 ：有効求人倍率(除学卒) 

C6 ：商業販売額(小売業)(前年同月

比) 

0.81 

0.78 

0.73 

0.48 

0.34 

0.16 

C7 ：商業販売額(卸売業)(前年同月比) -0.14

C8 ：営業利益(全産業) 

C4 ：所定外労働時間指数(調査産業計) 

0.09 

0.01 

  

概要 

景気動向指数経営 TOPICS 

「統計調査資料」 

抜 粋 
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先行指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先行指数採用系列の寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注1）逆サイクルとは、指数の上昇、下降が景気の動きと反対になることをいう。「L1 終需要財在庫率指数」及
び「L2 鉱工業用生産財在庫率指数」は逆サイクルとなっており、したがって、指数の前月差がプラスになれば、

２ 資料 

1 

2 

ＣＩ先行指数の動向   1 



 

４ 

ＣＩ先行指数に対する寄与度のマイナス要因となり、逆に前月差がマイナスになれば、プラス要因になる。 
 

 

 

一致指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 2）公表日の３営業日前（平成 29(2017)年６月２日（金））までに公表された値を用いて算出した。  

   なお、以下の理由により、ＣＩ及びＤＩは全期間で遡及改訂されている。  

   ・「法人企業統計調査」平成 29 年（2017）年１～３月期公表及び季節調整替えに伴い、「L10 投資環境 

    指数（製造業）」「C8 営業利益（全産業）」「Lg3 実質法人企業設備投資（全産業）」が全期間遡及改訂された。  
 

一致指数採用系列の寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（注3）ＣＩはトレンド（長期的趨勢）と、トレンド周りの変化を合成し作成されるが、トレンドの計算に当 
   たっては、現時点で未発表の系列（前月比伸び率（％）又は前月差が未記入である系列）について
も、 
   過去のデータから算出（60か月から欠落月数を引いた後方移動平均）した長期的傾向（トレンド成

1 

2 

ＣＩ一致指数の動向   2 



 

 

５ 

分） 
   を使用している。そのため、現時点で未発表の系列にもトレンドによる寄与度を表示している。 

  
景気動向指数（平成２９年４月分速報）の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。 
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デフレ時代を勝ち抜く！ 

中小企業に必要な
コストダウンの進め方 

     1.経営者に必要な戦略的コストダウン          
     2.売上原価を見直す購買実務の留意点         

     3.社内で実現可能なコストダウンと改善手法        

     4.効果が見込めるコストダウン事例       

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考文献 
「法人企業統計調査季報」（財務省） 「中小企業白書 2016 年版」（中小企業庁） 

「調達・購買の基本とコスト削減がよ～くわかる本」牧野直哉 著（秀和システム） 

「コストダウンは社長の仕事」吉村末男 著（現代書林） 

「コスト削減サービス 50 選」ブレインワークス 編著(カナリアコミュニケーションズ)
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 中小企業の景況は緩やかな改善傾向にあるといわれていますが、新規開業の停滞、生産性の伸

び悩みに加えて、経営者の高齢化や人材不足の深刻化といった構造的な課題が進行しています。

また、デフレ時代が長引く昨今、以下の図の通り中小企業の売上高、生産性は伸び悩み、大企業

との格差は年々広がっています。 
 
■売上高及び労働生産性の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財務省「法人企業統計調査季報」 

 

 ５月 30 日に発表された 2017 年４月の有効求人倍率は、バブル期のピークだった 1990 年

７月の 1.46 倍を上回り、1974 年以来 43 年ぶりの高水準を記録しました。しかし、中小企業

の従業者数は減少しています。その要因としては、大企業と中小企業の賃金水準の格差が大きい

といわれています。 

 社員を確保するために給与水準の引き上げを図りつつ、必要利益を確保するためには、無駄な

コストは徹底して削減することが必要です。 

 

 

 全社的に時間管理を徹底することで「業務のムダ」をなくすなど業務効率化を図り、これまで

業務に費やしてきた時間を短縮すれば、残業の削減、ひいては生産性の向上が実現できます。時

間管理の徹底は、残業代の削減と同時に生産性の向上をもたらす企業にとって効果的なコスト

ダウンといえます。 

 つまり、工夫、短縮、能率を上げることが時間管理によるコストダウンにつながります。 

1経営者に必要な戦略的コストダウン 

中小企業を取り巻く環境   

企業経営情報レポート 

売上高 労 働 生 産

コストダウンの進め方と留意ポイント  
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 コスト削減の 大の目的は利益を増加させることです。利益を増加させるには、収益（売上）

アップを図るか、経費削減（コストダウン）を行うかという２つの方法しかありません。売上ア

ップを実現させることは、不確定要素が多く、至難の業です。 

 一方、コストダウンは社内でコントロールできるものなので、努力と工夫次第で実現可能なも

のが多くあります。 

 そこで効果的なのがコストの見える化です。コストの見える化とはコストを数値として見える

ようにして把握し、改善を行っていくためにモニタリングしていくことです。 

 

■コストの見える化（購入品＊＊の価格・数量 時系列分析の例） 

 

 

 過去と現在の購入価格の推移と変化の根拠を明確にすることは、コスト管理をする上で必要不

可欠です。また、価格の推移とともに購入量の変化も実態把握します。 

 時系列で購入価格に変化がある場合の要因と数量に適した価格かどうかのチェック機能も働か

せる必要があります。数量が増加しているにも関わらずコストが変わらない場合は、相対的に割

高な可能性もあるため、特に注意を要します。

単位：円 単位：個

5,000 1,000
価格（円）

4,900 数量（個） 900

4,800 800

4,700 700

4,600 600

4,500 500

4,400 400

4,300 300

4,200 200

4,100 100

4,000 0

上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下
期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期

2015 20162010 2011 2012 2013 2014

価格トレンド 数量トレンド

2売上原価を見直す購買実務の留意点 
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コストの見える化により実態を把握する   
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 現代は、発生したコストに利益を加えて販売価格を設定することは困難な時代です。価格競争

の激化によってコストが一旦確定してからコスト削減を実践するのではなく、市場価格に見合う

コストの実現が必要不可欠です。 

 つまり、市場で販売できる売価から逆算して適正利益や管理費を除いた後に算出されるコスト

が「逆算するコスト」です。以下は、目標となるコストダウン額の設定方法です。 

 

 市場価格から逆算した目標コストの設定によって、購入品価格は低く抑えられる傾向がありま

す。また、目標を達成するためには、以下の点に留意する必要があります。 

 

①安易な目標売価設定をさせない 
営業部門としては、売価は安い方が売りやすくなるが

販売数量も合わせて設定する 

②実現性の見極めを行い、社内からの理

解と協力を求める 

現状と目標の差が大きく、実現性に乏しい場合は 

十分に議論し、根拠を明確にする必要がある 

 

 「逆算するコスト」の実践により、企業全体でコストを改善しなければならない項目が特定さ

れ、このような試算を通じて、損益改善のボトルネックを排除する取り組みが可能になります。

また、目標からの逆算とは、厳しい対応を迫られる反面、対応すべきポイントの明確化によって

関連部門からの協力を得やすいなどのメリットもあります。 
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3社内で実現可能なコストダウンと改善手法

逆算からコストダウン額を導き出す  
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（１）背景 

 Ａ社は、従業員 200 名の油圧機器メーカーです。大口顧客先より数ヶ月分の注文を一気に受

けた半面、約 30％の値引き要求を受けました。この注文を受け、要求通りに納品できた場合、

他の案件も受注できる条件付きとなっており、失注した場合、この大口顧客先からの１年分の注

文を失うことになり、全体コストの約７割を占める仕入コストの低減が急務となりました。 

 

（２）対応方法 

 仕入先である既存サプライヤーでは、値引き及び生産能力に問題があるため、新規サプライヤ

ー開拓を加速し、競合によって価格低減を図ることになりました。 

 新規サプライヤーの場合、品質面や納入管理面で予期せぬ問題を発生させる可能性が高いため、

新規サプライヤーの社内プロセスを十分確認した上で試作品や生産能力を把握することで新たな

仕入れルートを確保しました。 

 

（３）成果 

 大口顧客からの要求を引き金に新規のサプライヤーと既存サプライヤーを上手く織り交ぜなが

らコスト面で大きな効果を上げることができました。また、長年の取引条件を見直すことで Win-

Win の関係を構築することができることを社員も理解することができました。 

 以下は、コストダウンを実現するために必要なサプライヤーと価格交渉する際のポイントです。 

 

■価格交渉する際のポイント 

● 独り勝ちするような交渉はしない 

● サプライヤーを増やす場合、生産能力や納入管理面をチェックする 

● コストダウン＝利益の増加へと導かれることを数値面でシミュレーションする 

● 交渉には話術が必要であるため、十分な理論武装が必要 

● 競合他社が取引しているサプライヤーを調査する 

 
 

     レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 

新規サプライヤー開拓で仕入コストの低減を実現させたＡ社   

4効果が見込めるコストダウン事例 
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 土地・建物等の不動産を担保とする方法には、以下の方法があります。 

１ 抵当権 
 土地・建物の所有者や借地人・借家人の使用・利用を認め維持したまま担保

権を設定する方法です。法務局の登記簿に抵当権として登記し、債権の支払い

がないときは裁判所に競売を申し立て、落札の後その中から回収することがで

きます。 
   

           ２ 根抵当権 
         土地・建物の所有者や借地人・借家人の使用・利用を認め維持したまま担保 
        権を設定する方法で、先の抵当権と概念は似ています。ただし、根抵当権は、

銀行からの借り入れや割り引き等の継続的な取引関係から増減する多数の債権を担保する点で抵

当権と異なります。  
 
３ 質権 
 土地・建物の使用収益権限を所有者から剥奪し、債権者自らが使用収益を得ようとする担保で

す。登記簿に質権として担保し、債務者から支払いのない時、裁判所で（任意）競売できる権利

を持った担保権です。 
 
４ 譲渡担保 
 土地・建物の通常所有者・借地人・借家人の使用・利用を維持したまま、所有権を債権者に移

転するという担保です。使用・利用権を剥奪してもかまいません。債務者が支払いをしないとき

は、不動産を処分して清算できます。また、公正に評価し、債権者に帰属させた上で清算して回

収を図ります。 
 
５ 仮登記担保 
 土地・建物の利用状態を継続しつつ、登記簿に代物弁済予約、停止条件付代物弁済予約を原因

とした所有権移転の仮登記をするという担保権です。債務者が支払いしない際の回収方法は、仮

担保登記法によって法的に規定されています。法に定められた手続きを踏み清算する、もしくは、

競売によって回収を図ることになります。登録免許税等の費用が少なくてすむというメリットが

あります。 
 
 以上の方法が一般的ですが、継続取引を行う上での担保設定となりますと、根抵当権の設定がもっ

ともオーソドックスといえます。抵当権は増減する買掛債権の全体の回収には結びつきませんし、譲

渡担保、仮登記担保は、変則的で清算の手続きが煩雑であることも根抵当権の設定を勧める理由です。

物的担保の確保

ジャンル：資金繰り ＞ 債権管理

土地・建物等の不動産を担保とする方法を教えてください。
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業績は順調に推移しているのに、なぜ運転資金が必要になるのでしょうか？ 

売上債権と支払債務の関係から、資金が必要になる仕組みを確認していきます。  

 通常の企業活動では販売代金を受取手形や売掛金で回収し、代金決済は支払

手形や買掛金など企業間信用により取引されています。また販売や生産活動で

は一定程度の在庫を常時、持っている必要があります。この企業間信用と在庫

が、運転資金を発生させる要因になるのです。  

●運転資金 ＝ 売掛債権 ＋ 在庫 － 支払債務 

 したがって、資金繰りを安定化させるために

は、期日通りの売掛債権回収と在庫の管理、そし

て支払債務のサイトの管理が重要です。  

 

１ 売上債権と支払債務の関係 

 売上債権は物の販売より発生し、通常は手形ま

たは売掛金として滞留した後に現金化されます。

一方、支払債務は物の仕入により発生し通常は支

払手形または買掛金として滞留し、その後決済す

ることになります。 

 売掛債権を早期に回収し支払手形、買掛金の決済ができれば資金は回転しますが、売掛債権が

滞留してしまうと支払債務の決済時に資金不足を起こしてしまいます。 

 支払債務の決済を遅らせることで資金に余裕を発生させることができますが、信用面や価格な

ど取引条件の面で不利になるケースもあります。何よりも決済しなければならない債務であり、

支払債務の先延ばしは得策ではありません。  

 

２ 売上債権と支払債務のバランス分析のポイント 

 自社の売上債権と支払債務のバランスが適正か、以下のポイントで確認する必要があります。  
 

①売上債権の回収日は支払債務の支払日の前になっているか 

②売上債権の管理は行われているか 

③売上債権の回収条件は取引先の信用状況に応じてランク分けしているか 

④受取手形は決済代金として裏書譲渡を検討しているか 

⑤支払サイトは一定であるか（資金に余裕があるからといって先払いしていないか）  
 

売上債権と買入債権の関係 

ジャンル：資金繰り ＞ 債権管理

事業計画書の作成方法や注意点を教えてください。 


